
（25年度・個別労働紛争解決制度の施行状況）
「いじめ・嫌がらせ」が２年連続トップ／
（25年度・均等法関係の相談等）是正指導件
数は前年度比43％増の１万1003件に／（厚労
省・合計で52業種が完成）信用金庫業と鋳造
業の職業能力評価基準を作成／ほか
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＊＊本誌ご購読の皆様へ＊＊

ビジネスセミナー「労働塾」のご案内http://rouki.chosakai.ne.jp/
バックナンバーが閲覧できます!!
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労務相談室
〔２社に勤務し通算で正社員並みに働く者〕社会保険への加入は ─── 48
〔毎年運転免許証のコピーを提出〕車通勤者以外も求められるか ─── 50
〔飲食店で１日４時間勤務を２回〕休憩時間与える必要は ────── 52
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就業規則等

労働基準法

特定社労士・飯野正明
弁護士・加藤彩
弁護士・荻谷聡史
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●知っておくべき職場のルール33「労基法によ
る労働条件の明示義務」（編集部） ─ 39●連
載　労働スクランブル○185（労働評論家・飯田
康夫） ─ 42●労務資料　平成25年「退職金、
年金及び定年制事情調査」結果 ─ 44●わた
しの監督雑感　神奈川・横浜北労働基準監督
署長　梅津克己 ─ 54●編集室 ─ 56
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今回の改正では、①育児休業給付の充実、②教育訓練給付金の拡充及び教育訓練支援給付金の創設、③就業促進手当
（再就職手当）の拡充、④平成25年度末までの暫定措置の３年間の延長──などが講じられている。「教育訓練給付金の
拡充」については、「専門的・実践的な教育訓練として厚生労働大臣が指定する講座」を受ける場合に、最高で１年間
48万円（原則２年間）の給付が受けられることとなった（平成26年10月１日施行）。

（厚生労働省職業安定局雇用保険課）

────── 18
●特別寄稿／便利な電子申請の利用を
　　　　　　お願いします！

（総務省行政管理局情報システム管理室長　齋　壽男）

電子申請の活用で
企業のコストを削減

───── 24
●トピック／平成25年度 個別労働紛争
　　　　　　解決制度施行状況

（厚生労働省まとめ）

総合労働相談件数は６年連続で
100万件を超えて高止まりに

改正雇用保険法の解説───────────── ６特集

10月から教育訓練給付が拡充され
年間給付額は48万円が上限に

───────── 32
●企業事例連載　「ポジティブ・オフ」で
　企業価値の向上を⑬

医療・介護業界において率先して
「ポジティブ・オフ」を推進

（国土交通省 観光庁）
～フォーユーメディカル株式会社～

──────────── 34●企業税務講座

大企業も損金算入が可能に
第43回　交際費課税の改正

（弁護士・橋森正樹）

会社は合同労組を
あなどるな！

～団体交渉申入書の回答方法から和解合意書の留意点まで～
　合同労組から団体交渉申入書が来たときの初期対応から団体交

渉終結までの実務的な対応策についてQ＆A方式を用いてわかりや

すく解説。

　チャート図や、モデル記載例を豊富に収録し、現場ですぐに使え

る実用書となっています。人事・労務の初任者にも最適。

第１部　合同労組・ユニオン対応の実務
第１章　合同労組との団体交渉の実務
第２章　労働協約（和解合意書を含む）締結・解約の実務
第３章　合同労組との日常対応の実務（団体交渉・労働協

約を除く）
第４章　労働組合・団体交渉・不当労働行為等の法律知識
第５章　テーマ別団体交渉の進め方と問題解決の実務

第２部　各種個別労働紛争解決制度の活用のしかた
第６章　個別労働紛争解決制度の全体像と選び方
第７章　都道府県労働局の個別労働紛争解決制度
第８章　雇用均等室の男女雇用機会均等法についての紛争

解決援助・調停
第９章　雇用均等室のパート労働法についての助言・指導・

勧告・調停
第10章　都道府県労働委員会等のあっせん

※上記は税込み価格です
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現場で使えるモデル規程例を豊富に掲載！
人事労務担当者の初任者に最適！
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